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はじめに

本資料では、取引先や金融機関等のステークホルダーとの対話ツールとして知財・無形資産に着目し、中小企業が

対話の際にどのように「自社の強み」と共に「企業価値向上に向けた経営戦略ストーリー」を伝えることが有益か調査

研究の結果をもとにまとめています。主に金融機関の融資や支援を受ける場面を想定していますが、それに限らず、

様々なステークホルダーに対し、ホームページ等で発信する場面にておいても活用いただける内容となっています。

➢ 知財・無形資産に基づく自社の
強みや将来目指す姿が社内・社
外に伝わっていない。

➢ 知財・無形資産に基づく自社の強みや事業計画（企業価値向上に向け
た経営戦略ストーリー）の開示方法・見せ方

➢ 先行して取り組んでいる企業の具体例の提示

現状

➢ ステークホルダーとの対話にお
いて、保有する知財・無形資産
に裏付けされた事業計画を説
明。受け手も将来像の実現に納
得できる。

将来像

本資料の役割



5

本資料の概要

本資料は、１章「なぜ知財・無形資産が重要なのか」、２章「開示の指針」、３章「類型別の開示ポイント」の３章で構成

しております。特に２章では、具体的に報告書などで情報を開示していく際の構成や作成プロセスについて説明し、３

章では具体的なモデルケースを企業類型別に整理しています。中小企業、金融機関、および開示をサポートする専門

家が参照できる内容として作成しております。

想定している読み手

➢ 知財・無形資産の開示動向や開示することの重要性を整理

１章「なぜ知財・無形資産が重要なのか」

➢ 具体的な報告書等に情報を開示する際の基本構成や作成プロセスを整理

２章「開示の指針」

➢ 主な開示先である金融機関視点での企業類型別のモデルケースを掲載

３章「類型別の開示ポイント」

中小企業

中小企業

金融機関

専門家

中小企業 専門家
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関係者との対話が事業成長には不可欠
開示の目的は、取引先や金融機関といった関係者に「自社の強み」と共に「企業価値向上に向けた経営戦略ストー

リー」を理解してもらい、取引の拡大や新規開拓、資金面の支援といった事業成長につなげることにあります。その

ため項目・観点に沿って資料にまとめるだけではなく、開示資料を使って関係者と対話をしながら強みや将来の事

業計画に関する理解を促し、開示内容を磨き上げることが大切です。

中小企業 専門家・支援機関

② 第三者目線から評価を受け開示内容を磨き上げる
弁理士等の専門家や支援機関を通じて、自己認識している
強みや将来像をベースに、第三者の客観的な視点も含めて、
企業価値向上に向けた経営戦略ストーリーに落とし込みま
しょう

投資家・金融機関 取引先企業

③ 「経営戦略ストーリー」を起点に今後の展望をすり合わせる
開示資料を作成したら終わりではなく、対話を通じて自社
の強みや将来の事業計画の理解を促すことで融資等関係
性の強化に繋げましょう。

社内での対話

① 社内の対話を促し強みを掘り起こし、将来像を描く
知財・無形資産の情報開示は、社長や役員といった事業計
画に携わる方が中心となることが多いため、現場の社員と
の対話を通じて自社の強みの掘り起こしや将来像を描きま
しょう
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本資料の想定している読み手について

本資料の読み手としては、知財・無形資産を開示する中小企業、開示の支援を行う専門家・支援機関、主な開示先で

ある金融機関を想定しております。各パートごとに、主に想定している読み手がわかるようにタグ付けをしておりま

すので、本資料の参照する際はこちらを参照してください。（赤枠部）

各ページごとに
想定している読み手

について記載
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なぜ知財・無形資産が重要なのか
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知財・無形資産とは何か

出典：
内閣府
「知財・無形資産ガバナン
スガイドラインVer2.0」

「知財」という言葉から、特許権や商標権等の知的財産権を真っ先にイメージされるかもしれません。たしかに「知

的財産権」は権利として保護されるため、「知財・無形資産」においても非常に重要な要素の一つであることに変わ

りはありません。

しかし、本資料で対象とする「知財・無形資産」は知的財産権に限定はしていません。権利化せずに自社で管理して

いる技術、ブランド、デザイン、コンテンツ、データ、ノウハウ、顧客ネットワークといった無形資産も該当します。これ

ら「知財・無形資産」は自社の強みの源泉でもあり、競合との差別化において重要な要素です。

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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知財・無形資産の活用に関する大企業の動向
日本企業は、自社の強みの源泉となる知財・無形資産を有効に活用できず、投資家等のステークホルダーとの対

話において積極的に発信していないことで、企業価値が正しく評価されないことにつながってきたと指摘されてき

ました。実際に時価総額に占める無形資産の割合も日本企業は欧米企業と比較し低いです。

このような状況下で、上場企業の統治指針となるコーポレートガバナンス・コード（ＣＧＣ）には2021年6月の改定に

おいて、知的財産への投資等について、具体的に情報を開示・提供すべきと盛り込まれました。それを踏まえ政府は

知財・無形資産の投資・活用の方法をまとめた「知財・無形資産ガバナンスガイドライン」を2022年1月に策定し、

2023年3月にはVer2.0を公開しています。

上記の後押しも受け、自社の保有する知財・無形資産を投資家向けに分かりやすく開示し、企業価値を向上させる

という動きが近年、大企業を中心に拡大しつつあります。

出典：
内閣官房非財務情
報可視化研究会
（第1回）基礎資料

中小企業主な読み手 金融機関 専門家



11

中小企業における「知財・無形資産」の発信の意義

中小企業の場合、知財・無形資産に関する対話の発信先は、上場企業のように国内外の投資家向けに発信するの

ではなく、金融機関や取引先の担当者等が中心になると考えられます。

特許庁はこれまで「知財金融事業」において、金融機関が知財・無形資産に着目して融資や経営支援等を行えるよ

う、知財ビジネス評価書や知財ビジネス提案書、知財ビジネス報告書を提供してきましたが、金融機関から「事業に

参加するに当たり、知財を活用している企業が見つからない」や「どのような企業を推薦すればよいか分からない」

といった声をいただきました。知財・無形資産に基づく自社の強みは外部からは見えづらいため、自ら発信し、認識

してもらうことが重要です。本資料を参考に、効果的な発信を実践することが、知財・無形資産を活用した対話の第

一歩となります。

出典：（左）知財金融スタートガイド表紙、（右）令和７年度中小企業の知財活用及び金融機能活用による企業価値向上支援事業報告書

令和7年度知財金融事業へのフォローアップ調査結果

◆本年度事業への申し込み状況 ◆申し込まなかった理由（数字は回答数）

申し込みを行った 32%

申し込みをしていない 68%

知財を活用しようとしている企業が見つか
らなかったため

２９

取引先企業が知財ビジネス評価・提案書に
興味を示さなかったため

5

どのような企業に知財ビジネス評価・提案
書を提供すれば良いかわからないため

3

公募のスケジュールと利用のタイミングが合
わなかったため

3

取引先企業に対する余力がなかったため 2

…

※本調査は知財金融事業に参加した
経験のある金融機関に対し行ったア
ンケート調査（回答数55件）。

※複数回答可

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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概要

本章では、強み（As-

Is）の開示のみなら

ず、将来の目指す姿

(To-Be)を踏まえた

「企業価値向上に向

けた経営戦略ストー

リー」を開示する際

の基本構成および作

成の進め方を整理し

ています。主に専門

家の方が、中小企業

や金融機関と連携し

報告書等に整理する

際に参照頂くことを

想定しています

中小企業主な読み手 金融機関 専門家

報告書等へ開示する際の基本構成

作成の進め方

過去
～現在
（As-Is）

現在
～将来

（To-Be）

①事業概要・経営方針・事業実績

②保有知財の事業への貢献内容

③保有知財の分析・評価

④将来像を見据えた現状の課題整理

⑤課題解決の方向性・事業目標

⑥経営戦略の方向性・ビジネスモデル

企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した
経営戦略

⑦知財を活用した経営戦略

As-IsからTo-Beの情報を整理するための作成プロセス例

P15

P16～
P24

P25

P26

P27

P28

P29～
P33

P34～
P38

報告書等へ開示する際の基本構成の考え方 P14
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「企業価値向上に向けた経営戦略ストーリー」 を報告書等に描いていくにあたっては、「過去～現在」「現在～将来」の大

きく2つのパートに分けてストーリーを描いていくと金融機関などの読み手にとって伝わりやすい報告書となります。

以下に全体の構成と各パートの狙いを示しております。

報告書等へ開示する際の基本構成の考え方

過去
～現在
（As-Is）

現在
～将来

（To-Be）

①事業概要・経営方針・事業実績

②保有知財の事業への貢献内容

③保有知財の分析・評価

④将来像を見据えた現状の課題整理

⑤課題解決の方向性・事業目標

⑥経営戦略の方向性・ビジネスモデル

企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した
経営戦略

⑦知財を活用した経営戦略

企
業
価
値
向
上
に
向
け
た
経
営
戦
略
ス
ト
ー
リ
ー

考え方 概要 狙い

知的財産（強み・壁）を
いかにして生み出し、
安定した事業に貢献し
ているかについてス
トーリー化する

将来像の実現に向けた
課題およびその解決の
方向性（事業構想）を明
確化する

将来像の実現に向けた
実行計画をストーリー
化する

知財・無形資産を報告書などに情報開示する際の基本構成

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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開示の指針

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略企業概要

①事業概要・経営方針・事業実績

既存事業の安定性（もしくはその可能性）を客観的に示す

金融機関等のステークホルダーとの対話では、現在企業の経営が安定しているのかどうかを説明することが求

められます。

したがって、知財・無形資産を開示する報告書等の冒頭においてはまず、自社の主力事業概要と共に、これまで

の事業実績について記載しましょう。事業内容や企業理念、経営方針に加えて、過去３～５年程度の売上高や営業

利益などの客観的なデータ、ビジネスモデルの図解を用いて情報を開示しましょう。将来の売上予測についても確

度が高いものは開示すると良いでしょう。

出典：R6年度オーエーセンター社およびR７年度ナベル社 知財ビジネス報告書

ビジネスモデル
事業概要・経営方針
売上実績および売上目標

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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開示の指針
企業概要

②保有知財の事業への貢献内容

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）

既存事業と知財・無形資産との関係性・貢献度をわかりやすく示す

企業の知的財産は事業の提供価値を支えるものであるという視点が重要です。提供価値は大きく以下の４つの

いずれかに分類できます。それぞれの提供価値の説明にあたっては、知的財産権や無形資産そのものの詳細情報

を羅列するのではなく、特許・意匠・商標などを活用して他者のマーケット参入障壁をどのように構築しているか、

特許ライセンシングによりどのように事業の売上に貢献しているのかなど、事業実績との関連について説明しま

しょう。

過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家

高付加価値化

優れた技術やノウハウによって、製品の高機能
化などを実現し、付加価値をつけることができ、
高価格化を実現する

ブランド化

高品質な製品・商品として、認知され、ブランド
化することで高価格の販売や、品質や安全性の

担保を実現する

参入障壁の構築

特許権等により模倣を阻むことで、他社の市場
参入を防ぎ、自社で市場の多くを獲得する

ライセンス、譲渡等の財務的活用

自社・他社の持つ知財をライセンシングまたは
売買することにより、収入を得るまたは、事業

拡大・強化を行う
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製品・サービスの高付加価値化に貢献する知財・無形資産の場合は、その知財・無形資産がもたらす効果を具体的

に示すことが重要です。例えば、サプライチェーン上の誰にとってどのような価値があるのか明確にすることで、

知財の事業貢献が明確になります。その際に気を付けることは、単純に〇%の性能向上と示すのではなく、その性

能向上がもたらす製品・事業への貢献、つまり下図で記載されているような軽量化、省スペース化による製品設計

の柔軟性向上といった内容まで踏み込むことです。それにより、顧客にも高値取引の根拠を説明できます。

②保有知財の事業への貢献内容

出典：R７年度ナカムラマジック社 知財ビジネス報告書

新技術がもたらす性能向上を
具体的な数値で示し、その性
能向上がもたらす価値を説明
しています。また、その価値の
サプライチェーン上の受益者
を示すことで、事業貢献がよ
り明確に説明できます。

高付加価値化

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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製品・サービスの高付加価値化に貢献する知財・無形資産の場合は、特に対象となる知財・無形資産がどのような

技術により成り立っているのか、またその技術により具体的にどのような経済的な効果がもたらされるのかを明

確化することが大事です。また、当該知財・無形資産を他社は保有していないことや、他社よりも優れていること

を数値として示すなど、他社と比較したデータを示すことで、事業と知財・無形資産の関係性・貢献度を説明しま

しょう。

②保有知財の事業への貢献内容

出典：R７年度ナベル社 知財ビジネス報告書

価格は従来品より高いが、購
入者にとってはそれ以上の経
済的メリットがあることを具
体的な数字で示すことで、知
財が製品の高付加価値化に
貢献していることを示してい
ます

高付加価値化

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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ブランド化に貢献している知財・無形資産に関しては、そのブランドを作り上げてきた経緯、すなわち企業が持つ

ストーリーを企業の成り立ちや、企業が置かれている環境を基に説明することが重要です。特に高品質な製品を生

み出してきた経緯や地域の産業の特色など、ユーザーにとって一目でブランドとして価値があるとわかってもらえ

ることが大事です。そのためにも、他社との比較データや受賞歴など、客観的に優れた製品であるとわかるように

記載しましょう。

②保有知財の事業への貢献内容

出典：R6年度羅臼海産社 知財ビジネス報告書

こちらの例では、ブランドストーリー及び
独自性を説明しています。特に地域産業
を活かしたブランドである場合にはその
地域の持つ特色が生み出されてきた経
緯を説明することで、そのブランドの価
値をイメージすることができます

ブランド化

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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ブランド化に貢献している知財・無形資産に関しては、そのブランドを作り上げてきた経緯、すなわち企業が持つ

ストーリーを企業の成り立ちや、企業が置かれている環境を基に説明することが重要です。特に高品質な製品を生

み出してきた経緯や地域の産業の特色など、ユーザーにとって一目でブランドとして価値があるとわかってもらえ

ることが大事です。そのためにも、他社との比較データや受賞歴など、客観的に優れた製品であるとわかるように

記載しましょう。

②保有知財の事業への貢献内容

出典：R７年度南信州菓子工房社 知財ビジネス報告書

こちらの例では、ブランドを支える品
質や安全性を一目で理解できるよう
に製品を大事に製造する企業の想い
をまとめています

ブランド化

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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単一、または複数の知財を用いて、どのような参入障壁を構築しているのかを明確に示すことが重要です。また、

なぜそのような参入障壁を構築することが大事なのか、競合や模倣品の動向などを踏まえて、説明する必要があ

ります。その中では、それぞれの知財が参入障壁の構築の中でどのような価値を提供し、複数ある場合はそれぞれ

の補完関係なども記載することで、知財と事業の関係性を説明しましょう。

②保有知財の事業への貢献内容

出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書

具体的にどのような参入障壁を構築し、その参入障壁のおかげでどのように事業を促進させる
ことができたかを説明しています。

参入障壁の構築

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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単一、または複数の知財を用いて、どのような参入障壁を構築しているのかを明確に示すことが重要です。また、

なぜそのような参入障壁を構築することが大事なのか、競合や模倣品の動向などを踏まえて、説明する必要があ

ります。その中では、それぞれの知財が参入障壁の構築の中でどのような価値を提供し、複数ある場合はそれぞれ

の補完関係なども記載することで、知財と事業の関係性を説明しましょう。また、他社の開示情報等を用いて、客

観的に模倣困難性を示すことも参入障壁の高さを表すために効果的です。

②保有知財の事業への貢献内容

出典：R７年度オキシキャリア社 知財ビジネス報告書

この事例では、サプライ
チェーンにおける特許や
ノウハウを整理すること
で、ビジネス全体としての
の権利及び技術の保護が
できていることを示して
います。

参入障壁の構築

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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対象となる知財が、ライセンス先、譲渡先にとって、どのような価値を提供するのかを説明しましょう。ライセンス

や譲渡では知財の金銭的価値が重要であり、ライセンス料や譲渡金の根拠を説明できなければならないので、相

手先の知財との補完による経済価値やコスト削減効果、従業員の労働環境改善等、提供価値の具体的な数値や

データを示すことが求められます。

②保有知財の事業への貢献内容 ライセンス、譲渡等の財務的活用

出典：R6年度シスコム社 知財ビジネス報告書

ライセンス先にどのようなコストメリッ
トがあるのかを明示している例です。
このようにコストメリットを明示するこ
とで、ライセンス料の妥当性を示すこ
とができます

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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対象となる知財が、ライセンス先、譲渡先にとって、どのような価値を提供するのか、ビジネスモデルを踏まえて

説明しましょう。ライセンスや譲渡ではその権利範囲が重要となります。例えば、ライセンシングであれば、各ステー

クホルダーの役割を明確化した上で、自社及びライセンス先がどのような利益を享受できるかを説明する必要が

あります。

②保有知財の事業への貢献内容

出典：R７年度ナカムラマジック社 知財ビジネス報告書

この事例には、自社では対応できる生産量
が限られるため、量産技術をライセンスア
ウトすることで、ライセンス先の求める生産
量に対応しつつ自社の利益を確保できる
ようなビジネスモデルを説明しています

ライセンス、譲渡等の財務的活用

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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開示の指針
企業概要

③保有知財の分析・評価

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）

知財・無形資産の詳細を示す

事業と知財・無形資産との関連性を述べた後に、その根拠となる知的財産権の保有状況の詳細を開示しましょう。

知財分析を行った結果として、特許出願状況等を示すだけではなく、自社が保有する知財（特許権などの知的財産

権のみならずノウハウも含めた、事業に関連する知財）がいかに他社が保有する知財に比べ優位性があるか（＝事

業としての競合優位性の裏付け）を説明することが重要です。

過去～現在（As-Is）

中小企業主な読み手 金融機関 専門家

出典：R７年度中村工業社 知財ビジネス報告書

この事例では、自社の保有する知財の詳細の解説と共に、他社の出願状況を調査し、比較
した上で、自社の知財の競争優位性を説明しています



26

開示の指針
企業概要

④将来像を見据えた現状の課題整理

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）

将来像の実現に向けた解決すべき事業課題を示す

ここからTo-Beのパートの記載の指針を説明します。To-Beのパートをストーリー性を持って描くに当たって最も

重要なのは、将来目指す姿（社長の頭の中にあるもの等）や今後の事業の拡大に向けた現状の課題を客観的に可

視化する点になります。外部環境・内部環境の視点から現在の事業を分析し、将来像に向けた課題を説明しましょ

う。事業の分析においては、3C分析やSWOT分析といったフレームワークも有効です。

過去～現在（As-Is）

内部
環境

外部
環境

強み

①コンセプトが伝わりやすい
＜鉄の街＊美味しいチョコ＊面白さ＞
②精巧なシリコン製のチョコ型を自作可能
③社長の人脈が豊富（北九州市、商工会議
所等）
④社長がSNSに強い（お客様の反応調査
や情報発信）

弱み

①新規参入のため、メーカー知名度
や販路がない
②手作りのため、大量生産できない
③チョコレートだけに、夏場の販売
方法に工夫が必要

機会

①北九州高専や北九州市財団から技術的
な支援
②北九州市や商工会議所から販路開拓の
支援
③北九州お土産プロジェクトに参加
④事業プロデューサーからの事業化支援

脅威

①物珍しさからの購入客には、飽き
られる可能性あり
②チョコレート菓子は、物まねされ
やすい

解決すべき事業課題

① 上市したねじチョコが品薄となりネット上でプレミ
アが付き、多くのお客様から増産を望まれている

② 従業員の多くがチョコの型抜き作業で腱鞘炎発症

③ また、型抜き作業工程での歩留まりも悪く生産効
率も改善したい

④ 知的財産による模倣対策が未着手、中国や韓国企
業の参入が脅威

⑤ 会社の本業は通信・ICTでありねじチョコは新規事
業で開発投資は抑制したい

⑥ 増産が可能になれば、福岡市のお土産売り場に進
出したい（北九州市のお土産売り場は福岡市のお
菓子であふれている）

⑦ 将来的には、見学と３Dプリンターで試作体験がで
きる工場（チョコラボ）を新設したい

出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書

解決すべき事業課題の記載例

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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開示の指針
企業概要

⑤課題解決の方向性・事業目標

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）

「マーケットインの視点での課題解決の方向性と事業目標」（事業構想）を示す

前節にて整理した事業課題について、その解決の方向性や事業目標をプロダクトアウトではなく、マーケットイン

の視点から検討し、事業構想として示すことが重要です。知財・無形資産の情報開示というとプロダクトアウトにな

るケースが多く見受けられますが、将来の事業における対象のマーケットや顧客セグメントを意識したマーケットイ

ン型での課題解決の方向性も加えて整理しましょう。その際、具体的な事業目標（〇年後に売上□億円など）と共

に整理することができれば、ステークホルダーにとってよりわかりやすい内容となります。

過去～現在（As-Is）

出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書

現状の課題
①上市したねじチョコが品薄となりネット上でプレミアが付き、多くのお客様から増産を望まれている
②従業員の多くがチョコの型抜き作業で腱鞘炎を発症
③また、型抜き作業工程での歩留まりも悪く生産効率も改善したい
④知的財産による模倣対策が未着手、「弁理士からは特許は難しい」と言われ、中国や韓国企業の参入が脅威
⑤会社の本業は通信・ICTでありねじチョコは新規事業で開発投資は抑制したい
⑥増産が可能になれば、福岡市のお土産売り場に進出したい（北九州市のお土産売り場は福岡市のお菓子であふれている）
⑦将来的には、見学と３Dプリンターで試作体験ができる工場（チョコラボ）を新設したい

課題解決に向けた方向性および事業目標
①特許、意匠、商標の知財トリプルガードで参入障壁を国内外で構築し、中国や韓国企業の参入を抑制する
②生産のボトルネックになっているチョコの型抜き工程をロボット導入補助金を活用して自動化し、3倍以上の増産を目指す
③歩留まり（生産性）改善が狙える、ネジ部の形状変更を試作・検討する（数値限定特許の可能性も含む）
④補助金は基本的に後払いと自己負担分があるため、つなぎ融資も検討する
⑤SNSを活用したBtoC広告
⑥大手企業とのコラボ商品の企画
⑦見学と試作体験ができる工場によるチョコラボ構想実現に向けた、新工場新設による売上10倍拡大

課題解決の方向性や事業目標の記載例

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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開示の指針
企業概要

⑥経営戦略の方向性・ビジネスモデル

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）

事業構想実現に向けた経営戦略（実行計画）の方向性およびビジネスモデルを示す

課題解決の方向性を、知財戦略、販売戦略、量産化・生産性改善戦略、財務戦略などの因果関係を整理して、将

来の事業構想・事業目標実現に向けた経営戦略（実行計画）の方向性を示しましょう。また、経営戦略の方向性と合

わせて、ビジネスモデルキャンバス等用いて事業構想を可視化することも有効です。

過去～現在（As-Is）

財務戦略

✓ 本業の通信・ICT事業への影響を減らすために、補助金の申請を検
討する

✓ 自動化や工場の新設により、将来実現する量産・販売計画を考慮し、
財務表に落とし込みを行う

知財戦略

✓ 特許については、チョコでネジを作るだけでは権利化は難しいため、
歩留まり向上とねじのはめ合わせが両立する範囲などを特定するこ
とで、数値限定発明として権利化する

✓ （意匠、商標についても同様に方向性を記載）

販売・市場開拓戦略

✓ 卸先の利益を確保するためには、物流コストを考慮した上で、原価率
を最終販売価格の25%程度となるような販売方式が必須であり、そ
の検討を行う

✓ 地元の大手製鉄会社や鉄道会社などのコラボレーションによる販路
を開拓する

量産化・
生産性改善戦略

✓ 生産のボトルネックとなっているチョコの型抜き工程自動化に向け
た技術課題に対する方針を、型抜き手法の改良、ねじ部の形状変更
の2つの視点から、製品品質の確保も踏まえて検討し、生産性改善計
画に落とし込む

課題解決に向けた方向性

①特許、意匠、商標の知財トリプルガードで参入障壁を
国内外で構築し、中国や韓国企業の参入を抑制する

②生産のボトルネックになっているチョコの型抜き工
程をロボット導入補助金を活用して自動化し、3倍以上
の増産を目指す

③歩留まり（生産性）改善が狙える、ネジ部の形状変更
を試作・検討する（数値限定特許の可能性も含む）

④補助金は基本的に後払いと自己負担分があるため、
つなぎ融資も検討する

⑤SNSを活用したBtoC広告

⑥大手企業とのコラボ商品の企画

⑦見学と試作体験ができる工場によるチョコラボ構想
実現に向けた、新工場新設による売上10倍拡大

必要な戦略リスト 戦略検討における必要なポイント戦略検討における必要なポイント

出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書

経営戦略の方向性の記載例

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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まずは、企業の事業計画の数値を明確にし、その数値を達成するための知財戦略の実行にかかる投資額を示すことが

大事です。その際には事業のフェーズによってどのような知財戦略が有効であるかを考慮する必要があります。

知財と財務の繋がりを示すポイント

類型

①事業の立上げ

新事業や事業転換により再成長し
たい中小企業や、新たな製品・サー
ビスを展開したいスタートアップ

②事業の成長

既存事業をスケールしていきたい
中小企業やスタートアップ

③事業の継続

既存事業の足元の課題を解決し、
経営改善・再成長したい中小企業

示すべき内容

◼ 知財の強みの技術的な根拠を示すことで、参入障壁の妥当性を可視化し、マー
ケットでの優位性を示す

◼ 量産化等を見据えた知財戦略（ライセンス契約等）

◼ その実行により見込まれる売上、販売個数等の中長期的な財務戦略

◼ 業界拡大に向けて、新たに参入障壁を構築したり、強化する際に必要となる知
財戦略

◼ その実行により見込まれる売上、販売個数等の当面の財務戦略

◼ 事業環境の変化（競合の増加による市場の縮小など）への対応や、事業課題
（収益悪化の兆候、事業承継問題等）の解決に資する知財戦略

◼ 当該知財戦略を実行することにより、利益率を改善させることが可能となる旨
を示す

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

⑦知財を活用した経営戦略

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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⑦知財を活用した経営戦略

事業構想実現に向けた経営戦略の具体的な内容を示す

事業の立上げフェーズにおいては、新製品・サービスの価格の妥当性及び将来の売り上げ見込みを示すことが大

切です。知財によるコスト削減効果などを踏まえた提供価値を整理することで、その価格の妥当性を示すことがで

きます。また、販売戦略においてはターゲットとする市場をなるべく限定した上で、その市場をどのように獲得し、

どれだけ稼げるのかを精緻に計算することで説得力のある戦略となります。

出典：R7年度ナベル社 知財ビジネス報告書

中小企業主な読み手 金融機関 専門家

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

①事業の立上げ

コスト削減効果に基づいて、
高価格の妥当性を説明

用途を限定した上で、実際
の稼働条件を踏まえた交
換サイクルを使って、売り

上げ見込みを試算
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⑦知財を活用した経営戦略

事業構想実現に向けた経営戦略の具体的な内容を示す

事業の立上げフェーズにおいては、新製品・サービスの価格の妥当性及び将来の売り上げ見込みを示すことが大

切です。売り上げの見込みを示す時には、具体的な売上予測などの数値に加え、市場におけるニーズや市場動向

等の背景情報と知財の関連性を示すことで、より市場獲得の妥当性を示すことができます。

出典：R7年度オキシキャリア社 知財ビジネス報告書

中小企業主な読み手 金融機関 専門家

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

①事業の立上げ

新製品・サービスの展
開までのスケジュール
を各フェーズごとに実
施事項、必要となる資

金と併せて説明
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⑦知財を活用した経営戦略

事業構想実現に向けた経営戦略の具体的な内容を示す

事業の成長のフェーズにある企業においては、具体的な売上拡大目標に対する投資計画や、市場開拓計画を記載

することが大切です。また、その売り上げ拡大を支える知財戦略、本ページの事例であれば、知財のトリプルガード

による参入障壁の構築を実行する時期、を併記することで、知財戦略を経営戦略と紐づけることができます。

出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書

経営戦略の記載例（財務インパクトの可視化例）

2019年

売上10倍に向けて、新工場新設の

ための資金ニーズ明確化に向けた

Feasibility Studyの実施

ファイナンスニーズ

数億程度

利益

売上
コスト

コスト利益

売上

減価償却

【投資目的】

①３倍増産（生産性向上）

・ロボット導入

・ネジ形状変更

②知財トリプルガード

・特許、意匠、商標権利化

③品薄解消
融資返済

利益

コスト

売上

減価償却

利益

コスト

売上 減価償却

減価償却
２

【投資目的】 
①５倍増産（生産性向上）

・ロボットと調温機を追加導入

②市場開拓

・福岡市、ECサイト、海外展開

2018年2017年

700万円

2020年

ROI＝214％

ROI＝425％

利益

コスト

売上 減価償却

減価償却
２

投資

投資２

2016年

2,000万円

140万円＝700万円÷5年間

400万円＝2,000万円÷5年間融資返済２

生産性向上で

コスト3倍化を抑制

中小企業主な読み手 金融機関 専門家

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

②事業の成長
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⑦知財を活用した経営戦略

事業構想実現に向けた経営戦略の具体的な内容を示す

事業の継続を目指すフェーズの企業の場合は、利益率の改善など、足元の事業課題の解決策を検討することが大

切です。価格の値上げによる、利益率の向上を目指す場合には、消費者分析や競合分析を通じて、自社の強みを

可視化し、価格戦略や販売戦略の妥当性を示すことが重要です。

出典：R7年度ラ・レトリなかしべつ社 知財ビジネス報告書

中小企業主な読み手 金融機関 専門家

開示の指針
企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した経営戦略

現在～将来（To-Be）過去～現在（As-Is）

③事業の継続

競合分析に基づいて、
差別化要素を整理し、

販売戦略へ反映

顧客分析に基づいて、値
上げの妥当性を整理
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過去
～現在
（As-Is）

現在
～将来

（To-Be）

①事業概要・経営方針・事業実績

②保有知財の事業への貢献内容

③保有知財の分析・評価

④将来像を見据えた現状の課題整理

⑤課題解決の方向性・事業目標

⑥経営戦略の方向性・ビジネスモデル

企業概要

事業を支える
知財・無形資産

現状を踏まえた
目指すべき姿

知財を活用した
経営戦略

⑦知財を活用した経営戦略

前節において報告書などへの情報を開示する際の基本構成について説明しました。本節では、具体的にどのような作

成プロセスを経ることで下記の基本構成に基づいた報告書等を作成することができるか説明します。

作成プロセスについて

企
業
価
値
向
上
に
向
け
た
経
営
戦
略
ス
ト
ー
リ
ー

考え方 概要 狙い

知的財産（強み・壁）を
いかにして生み出し、
安定した事業に貢献し
ているかについてス
トーリー化する

将来像の実現に向けた
課題およびその解決の
方向性（事業構想）を明
確化する

将来像の実現に向けた
実行計画をストーリー
化する

知財・無形資産を報告書などに情報開示する際の基本構成

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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本節では、弁理士などの専門家による支援のもと、企業が報告書等に情報を整理していく際の標準的なプロセスを説

明します。通常、企業と専門家にて概ね6回程度のコミュニケーションを取り作成することから、作成期間としては、隔週

1回程度のミーティングペースの場合、約3か月程度を所要します。以下に、標準的な作成プロセスと、ミーティング各回

におけるポイントを示しております。

標準的な作成プロセス

過去～現在
（As-Is）

の情報整理

現在～将来
（To-Be）
の情報整理

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目

企業の描く将来の
事業構想をヒアリン
グ

知財専門家等による作成支援スケジュール例

知財概要や事業
内容をヒアリング

売上情報など提
供可能な情報を
企業に依頼

知財分析を通して
整理した既存事業
を支える知財情報
について、企業に
確認・整理する

課題解決や、事業目標達成に向けた
戦略の方向性及びその実行計画につ
いて企業と議論して整理する

報告書の完成報告書等
の作成

報告書の
アジェンダの決定

将来像を見据えた
現状の課題を企業
と共に整理

課題解決の方向
性や事業目標を企
業と議論

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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知財専門家等の支援により報告書等に情報を整理していくにあたって、知財専門家としては、ミーティングの前半にお

いて、まず企業として目指す姿や、そこに向けた事業課題をヒアリングを通して明確化することが重要になります。企業

経営者とのコミュニケーションを通して、経営者が頭の中に描いている事業構想を言語化する、現場観察を通して生産

性に関する課題等の現場課題の抽出するといった点が重要になります。

前半のミーティングにおけるポイント

過去～現在
（As-Is）

の情報整理

現在～将来
（To-Be）
の情報整理

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目

知財専門家等による作成支援スケジュール例

ポイント
企業として目指す姿（社長の頭の中
にあるケースが多い）や、そこに向け
た事業課題がヒアリングを通して明
確化できているかどうか

報告書等
の作成

企業の描く将来の
事業構想をヒアリ
ング

知財概要や事業
内容をヒアリング

売上情報など提
供可能な情報を
企業に依頼

知財分析を通して
整理した既存事業
を支える知財情報
について、企業に
確認・整理する

課題解決や、事業目標達成に向けた
戦略の方向性及びその実行計画につ
いて企業と議論して整理する

報告書の完成報告書の
アジェンダの決定

将来像を見据えた
現状の課題を企業
と共に整理

課題解決の方向
性や事業目標を企
業と議論

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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ミーティングの中盤においては、前半で明確化した企業の目指す姿や課題に対して、生産体制などの内部環境分析の

みならず、マーケット情報やユーザメリットなどに関する外部環境分析も踏まえた課題解決の方向性を整理することが

重要です。対象とするマーケットの動向や、顧客メリットなどマーケットインの視点から課題解決の方向性を整理するこ

とが重要となります。

中盤のミーティングにおけるポイント

過去～現在
（As-Is）

の情報整理

現在～将来
（To-Be）
の情報整理

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目

知財専門家等による作成支援スケジュール例

ポイント
外部環境分析や内部環境分析結果
により、課題解決の方向性がマー
ケットインの視点（顧客メリットの視
点など）から整理できるかどうか

報告書等
の作成

企業の描く将来の
事業構想をヒアリン
グ

知財概要や事業
内容をヒアリング

売上情報など提
供可能な情報を
企業に依頼

知財分析を通して
整理した既存事業
を支える知財情報
について、企業に
確認・整理する

課題解決や、事業目標達成に向けた
戦略の方向性及びその実行計画につ
いて企業と議論して整理する

報告書の完成報告書の
アジェンダの決定

将来像を見据えた
現状の課題を企業
と共に整理

事業環境分析結
果等を提示し、課
題解決の方向性
や事業目標を企業
と議論

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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ミーティングの後半においては、将来実現したい事業構想に向けた経営戦略の方向性を定め、その実行計画について

企業と議論し、整理することが求められます。特に戦略の実行によりもたらされる、知財に裏付けされた提供価値や参

入障壁構築についても明確化することが求められます。また、金融機関等に対する支援ニーズ（ファイナンスニーズやビ

ジネスマッチングニーズ）を明確化することができれば、企業と金融機関等との対話を促進することができます。

後半のミーティングにおけるポイント

過去～現在
（As-Is）

の情報整理

現在～将来
（To-Be）
の情報整理

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目

知財専門家等による作成支援スケジュール例

ポイント
知財に裏付けされた提供価値・差別化
要素の明確化、参入障壁構築につい
て明確化できているか

金融機関等に向けた支援ニーズ（ファ
イナンスニーズなど）が整理されてい
るかどうか

報告書等
の作成

企業の描く将来の
事業構想をヒアリン
グ

知財概要や事業
内容をヒアリング

売上情報など提
供可能な情報を
企業に依頼

知財分析を通して
整理した既存事業
を支える知財情報
について、企業に
確認・整理する

課題解決や、事業目標達成に向けた
戦略の方向性及びその実行計画につ
いて企業と議論して整理する

報告書の完成報告書の
アジェンダの決定

将来像を見据えた
現状の課題を企業
と共に整理

事業環境分析結
果等を提示し、課
題解決の方向性
や事業目標を企業
と議論

中小企業主な読み手 金融機関 専門家



３
類型別の開示ポイント
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概要
本章では、令和６、７年度に作成した、知財ビジネス報告書を活用して、中小企業の類型別にモデルケースを整理してい

ます。これにより、中小企業にとっては、どのような視点で情報を開示すべきかを検討する助けとなり、金融機関にとっ

ては、類似する取引先企業へのビジネス機会提案のヒントとして活用できます。双方にとって、関係性の強化につなが

ることを狙いとしています。

中小企業主な読み手 金融機関 専門家

類型 中小企業の課題 地域金融機関の課題

②事業の成長

既存事業をスケールして
いきたい中小企業やス

タートアップ

③事業の継続

既存事業の足元の課題を
解決し、経営改善・再成長

したい中小企業

①事業の立上げ

新事業や事業転換により
再成長したい中小企業や、
新たな製品・サービスを
展開したいスタートアップ

◼ 新製品・サービスの市場展開のための経営戦
略・投資計画の方針を開示し、融資等の支援を
獲得したい

◼ 既存事業の実績の中で積み上げてきた知財を
活用した新事業の立ち上げに向けて経営戦略・
投資計画の方針を開示し、融資等の支援を獲
得したい

◼ 知財に裏付けされた新事業の成長可能性を客
観的に把握したうえで、その新事業の経営戦略
の実行をサポートする融資等の取引関係を、新
事業の初期段階から構築し、長期的な収益源
の確保に繋げたい

◼ 過去の事業実績をベースとして、新規顧客獲得
や対象市場の拡大等による事業成長に向けた、
知財を活用した差別化戦略・投資計画の方針を
開示し、融資等の支援を新たに獲得したい

◼ 事業成長に必要な競合優位性維持のための、
知財に裏付けされた経営戦略、およびその実
行計画を把握することで、成長期の活発な資金
需要に基づく融資等の取引関係強化による収
益源の拡大に繋げたい

◼ 特徴的な知財を有するものの、事業環境の変
化（競合の増加、市場縮小など）によって事業
課題（収益悪化の兆候、後継者問題、承継問題
等）が顕在化する中で、事業の継続に向けた経
営戦略・投資計画の方針を開示し、融資等の支
援を獲得したい

◼ これまでの事業の継続を支えてきた特徴的な
知財の活用・強化による経営改善策（生産性向
上、ビジネスモデル改善等の改善策）を把握す
ることで、企業再成長の支援としての新たな融
資等の取引関係を構築し、収益源の維持に繋
げたい
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類型① ナベル
新事業や事業転換により再成長したい中小企業や、新たな製品・サー
ビスを展開したいスタートアップ

事業概要
長年培ってきたジャバラ製造ノウハウを活用した放電加工機用フィルターの新規事業立ち上げ・拡大を図ってい
る。新規事業の事業モデルと事業推進に向けた将来CF計画、投資回収計画について整理するために知財ビジ
ネス報告書の作成に取り組んだ。

過去
～現在
（As-Is）

現在
～将来

（To-Be）

知的財産（強み・壁）をいか
にして生み出し、安定した
事業に貢献しているかにつ
いてストーリー化する

将来像の実現に向けた課
題およびその解決の方向
性（事業構想）を明確化す
る

将来像の実現に向けた実
行計画をストーリー化する

自社開発の生地を使用した光学用ジャバラを中心に製造販売を行っていたが、
市場縮小を機に他業種への転換を図りレーザー加工機用ジャバラにおいて、
90%の国内シェアを獲得し、ニッチトップ戦略を図った結果、プライスメーカー
という立ち位置を確立した点を整理した。

長年培ってきたジャバラ製造ノウハウを活かした消耗品ビジネスである放電加工
機用フィルターの新規事業立ち上げ・拡大にあたっての課題として、製品化技術
開発、生産効率向上、サードパーティ対策、プライスメーカーとしての事業展開を
整理した。課題解決の方向性として、模倣対策と共に、高性能化に向けたフィル
ター開発とフィルター主要工程の自動化へ取り組み、目標としている価格設定
の妥当性を示し、国内外の市場に販路拡大を図るという方針を検討した。

将来像の実現に向け、開発・生産、知財戦略の検討に加え、新規事業の収益構造
やコスト構造、事業推進にあたって必要となる投資金額を踏まえた上で、中長期
的な将来CF計画、投資回収計画、リスク対応策について取りまとめた。

項目 金融機関視点の評価の高かった記載内容

知財ビジネス報告書への記載概要

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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中小企業主な読み手 金融機関 専門家

既存事業の強みから新事業を生み出した経緯を説明
過去～現在
（As-is）

出典：R７年度ナベル社 知財ビジネス報告書

類型① ナベル
新事業や事業転換により再成長したい中小企業や、新たな製品・サー
ビスを展開したいスタートアップ
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中小企業主な読み手 金融機関 専門家

コア技術がもたらす提供価値について整理
過去～現在
（As-is）

類型① ナベル
新事業や事業転換により再成長したい中小企業や、新たな製品・サー
ビスを展開したいスタートアップ

出典：R７年度ナベル社 知財ビジネス報告書



44
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

事業課題解決に向けた方向性を整理
現在～将来
（To-be）

類型① ナベル
新事業や事業転換により再成長したい中小企業や、新たな製品・サー
ビスを展開したいスタートアップ

出典：R７年度ナベル社 知財ビジネス報告書



45
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

生産性改善戦略では、投資金額及び将来の融資ニーズを明確化
現在～将来
（To-be）

類型① ナベル
新事業や事業転換により再成長したい中小企業や、新たな製品・サー
ビスを展開したいスタートアップ

出典：R７年度ナベル社 知財ビジネス報告書



46
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

価格および市場獲得の妥当性を数値として具体化
現在～将来
（To-be）

類型① ナベル
新事業や事業転換により再成長したい中小企業や、新たな製品・サー
ビスを展開したいスタートアップ

出典：R７年度ナベル社 知財ビジネス報告書



47

類型② Nebraska 既存事業をスケールしていきたい中小企業やスタートアップ

事業概要
QRコードを利用した店舗入店システム、SNS（LINE）アカウントを活用した顧客管理（認証・決済）システムの2
つの技術を駆使し、書店を中心に無人営業化ソリューション「デジテールストア」を提供している。新たな事業開
拓分野の指針を整理するために知財ビジネス報告書の作成に取り組んだ。

過去
～現在
（As-Is）

現在
～将来

（To-Be）

知的財産（強み・壁）をいか
にして生み出し、安定した
事業に貢献しているかにつ
いてストーリー化する

将来像の実現に向けた課
題およびその解決の方向
性（事業構想）を明確化す
る

将来像の実現に向けた実
行計画をストーリー化する

有人営業と無人営業を組み合わせたハイブリッドモデルを展開・大規模な改修は
不要・専用アプリが不要という3つの特徴をもつ無人営業化ソリューション「デジ
テールストア」を主力事業としており、QRコードを利用した店舗入店システムと
SNS（LINE）アカウントを活用した顧客管理（認証・決済）システムの技術を用い
てスーパーや地方店舗など小売業へのさらなる展開可能性がある点を整理した

スタートアップ企業として創業赤字があるなか、早期黒字化を図るための実績
の積上、特に既存業種以外へのサービス展開が一番の課題であるため、当社の
強みである「低コスト導入」へのニーズが非常に高い企業・導入企業及び利用者
にとって無人店舗の形態がなじみやすい業種・当社への売上貢献が高い業種
（チェーン店形態をとる業種）に重点的なアプローチを行うことにより、デジテー
ル事業の加速的な事業拡大を目指すことを整理した

アプローチ先に対し、本事業の強みを訴求する営業資料を策定・整備するため、
ターゲット別の業態に特化した営業資料作成・導入成功事例を具体的数値とと
もに紹介・ハイブリッド店舗運営に係るノウハウを保有している点も訴求した資
料を作成の3つに重点を置くことを整理した。

項目 金融機関視点の評価の高かった記載内容

知財ビジネス報告書への記載概要

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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中小企業主な読み手 金融機関 専門家

書店から他業界への展開のの実績を整理
過去～現在
（As-is）

出典：R７年度Nebraska社 知財ビジネス報告書

類型② Nebraska 既存事業をスケールしていきたい中小企業やスタートアップ



49
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

自社の強みを差別化要素と提供価値の観点で整理
過去～現在
（As-is）

類型② Nebraska 既存事業をスケールしていきたい中小企業やスタートアップ

出典：R７年度Nebraska社 知財ビジネス報告書



50
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

事業課題の中でも特に需要な課題を特定
過去～現在
（As-is）

類型② Nebraska 既存事業をスケールしていきたい中小企業やスタートアップ

出典：R７年度Nebraska社 知財ビジネス報告書



51
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

重要課題である販売・市場開拓戦略の内容を具体化し、アプローチ先候補を整理
現在～将来
（To-be）

類型② Nebraska 既存事業をスケールしていきたい中小企業やスタートアップ

出典：R７年度Nebraska社 知財ビジネス報告書



52
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

ビジネスモデルキャンバスにてビジネスモデルを整理
現在～将来
（To-be）

類型② Nebraska 既存事業をスケールしていきたい中小企業やスタートアップ

出典：R７年度Nebraska社 知財ビジネス報告書
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類型③ ラ・レトリなかしべつ 既存事業の足元の課題を解決し、経営改善・再成長したい中小企業

事業概要

30年間に渡って、北海道中標津町にて独自の素材の味を生かした無添加の飲むヨーグルトを中心に乳製品の
販売を行う。近年、営業利益率の悪化、事業承継問題などの課題解決に向け、知財ビジネス報告書では、飲む
ヨーグルトの製造ノウハウを中心に深堀りすることで強みを再認識して整理し、複数のシナリオを想定した将来
キャッシュフローを中心とした数値計画と併せて取りまとめた。

過去
～現在
（As-Is）

現在
～将来

（To-Be）

知的財産（強み・壁）をいか
にして生み出し、安定した
事業に貢献しているかにつ
いてストーリー化する

将来像の実現に向けた課
題およびその解決の方向
性（事業構想）を明確化す
る

将来像の実現に向けた実
行計画をストーリー化する

長年、北海道中標津町にて独自の素材の味を生かした無添加で甘みと酸味のバ
ランスに優れた『のむヨーグルト』の製造ノウハウを強みに事業展開を行い、その
源泉となる強みとして、北海道の根釧地域で取れた生乳を短期間の内に使用し、
気候に応じて製品の味の調整ができる製造ノウハウを中心に整理した。

主力商品の売上比率や販売チャネル・利益率などの経営分析が不十分で、製造ノ
ウハウの明文化ができていないことから事業承継に不安があり、リピーターの
評価ポイントや競合との差別化要素も不明確で、さらに営業利益率の問題から事
業承継が困難な状況にあった。
課題解決の方向性として、経営分析の実施、販売戦略、ブランド戦略を中心に検
討を行った。

主力商品の売上比率・販売チャネル・利益率の明確化による経営分析、事業承継
に備えた製造ノウハウの社内共有化、そして顧客が評価する提供価値と競合と
の差別化要素について整理をした。

項目 金融機関視点の評価の高かった記載内容

知財ビジネス報告書への記載概要

中小企業主な読み手 金融機関 専門家
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中小企業主な読み手 金融機関 専門家

味や健康、地域性に裏付けされた事業継続の要因を説明
過去～現在
（As-is）

出典：R７年度ラ・レトリなかしべつ社 知財ビジネス報告書

類型③ ラ・レトリなかしべつ 既存事業の足元の課題を解決し、経営改善・再成長したい中小企業



55
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

一般的なサプライチェーンとの比較や製造ノウハウの言語化による自社事業の強
みを説明

過去～現在
（As-is）

類型③ ラ・レトリなかしべつ 既存事業の足元の課題を解決し、経営改善・再成長したい中小企業

出典：R７年度ラ・レトリなかしべつ社 知財ビジネス報告書



56
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

事業課題から導き出される事業計画のポイントを整理
現在～将来
（To-be）

類型③ ラ・レトリなかしべつ 既存事業の足元の課題を解決し、経営改善・再成長したい中小企業

出典：R７年度ラ・レトリなかしべつ社 知財ビジネス報告書



57
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

ブランド戦略では、創業者の「想い」や「価値観」を伝えられるようなストーリーとし
て整理

現在～将来
（To-be）

類型③ ラ・レトリなかしべつ 既存事業の足元の課題を解決し、経営改善・再成長したい中小企業

出典：R７年度ラ・レトリなかしべつ社 知財ビジネス報告書



58
中小企業主な読み手 金融機関 専門家

経営の安定化を目指した事業計画の策定
現在～将来
（To-be）

類型③ ラ・レトリなかしべつ 既存事業の足元の課題を解決し、経営改善・再成長したい中小企業

出典：R７年度ラ・レトリなかしべつ社 知財ビジネス報告書



知財ビジネス報告書作成ノウハウ集

特許庁

～中小企業の「強み」を企業価値につなぐ～

202６年6月

令和7年度中小企業の知財活用及び金融機能活用による
企業価値向上支援事業

（知財レポートを活用した中小企業における金融機関への
情報開示に関する調査研究）

受託事業者：有限責任監査法人トーマツ
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